
鹿児島県起業家スタートアップ支援事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 知事は，鹿児島県起業家スタートアップ支援事業（以下「本事業」という。）

により，起業を通じた新たな雇用の創出や，若者・女性の活躍の場の拡大，地域の

活性化を図るため，起業を志す者等で，第３条に定める交付要件に該当するものに

対し，予算の範囲内において補助金を交付するものとし，その交付については，鹿

児島県補助金等交付規則（昭和63年鹿児島県規則第１号。以下「規則」という。）

及び鹿児島県起業家スタートアップ支援事業実施要領（以下「実施要領」という。）

に定めるほか，この要綱に定めるところによる。

（定義）

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定

めるところによる。

(1) 中小企業者 中小企業支援法（昭和38年法律第147号）第２条第２号から第３

号までに掲げる中小企業者をいう。ただし，次に掲げるいずれかに該当する者は，

大企業とみなして補助対象者から除く。

ア 発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有

している中小企業者

イ 発行済株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を大企業が所有してい

る中小企業者

ウ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が，役員総数の２分の１以上を占めて

いる中小企業者

(2) 大企業 中小企業支援法第２条に規定する中小企業者以外の者であって，事業

を営む者。ただし，次のいずれかに該当する者については，大企業として取り扱

わないものとする。

ア 中小企業投資育成株式会社法（昭和38年法律第101号）に規定する中小企業

投資育成株式会社

イ 投資事業有限責任組合契約に関する法律（平成10年法律第90号）に規定する

投資事業有限責任組合

(3) 対象特定非営利活動法人 特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第２

条第２項に掲げる特定非営利活動法人であって，次のいずれかを満たすものをい

う。

ア 中小企業者と連携して事業を行うもの

イ 中小企業者の支援を行うために中小企業者が主体となって設立するものであ

って，社員総会における表決権の２分の１以上を中小企業者が有しているもの

ウ 新たな市場の創出を通じて，中小企業の市場拡大にも資する事業活動を行う

者であって，有給職員を雇用するもの

(4) 会社等 会社法（平成17年法律第86号）第２条第１号に掲げる会社であって中

小企業者であるもの及び対象特定非営利活動法人をいう。



(5) 起業 次に掲げるいずれかに該当することをいい，その起算日には，個人事業

にあっては開業の日，会社等にあっては法人設立の日を用いる。

ア 事業を営んでいない個人が，所得税法（昭和40年法律第33号）第229条に規

定する開業等の届出により，個人事業主として新たに事業を開始すること。

イ 事業を営んでいない個人が新たに会社等を設立し，事業を開始すること。

(6) 起業する予定の者 補助金の交付を受けようとする年度内において，知事が別

に定める日までの間に起業し，個人事業主又は新たに設立した会社等の代表者と

なる者をいう。

(7) 起業して２年未満の者 補助金の交付を受けようとする年度の４月１日におい

て，起業してから２年を経過していない個人事業主又は会社等をいう。

(8) 対象業種 卸売業，小売業又はサービス業であって別表１に掲げる業種をいう。

ただし，フランチャイズ契約又はこれに類する契約に基づく事業は対象外とする。

(9) 暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77

号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。

(10) 暴力団員等 鹿児島県暴力団排除条例（平成26年鹿児島県条例第22号）第２条

第３号に規定する暴力団員等をいう。

(11) 役員等 法人にあっては非常勤を含む役員，支配人，営業所等（営業所，事務

所その他これらに準ずるものをいう。以下同じ。）を代表する者その他いかなる

名称を有するものであるかを問わず法人の経営を行う役職にある者若しくは経営

を実質的に支配している者（以下「法人役員等」という。），法人格を有しない

団体にあっては代表者，理事その他法人役員等と同等の責任を有する者又は個人

にあってはその者，営業所等を代表する者その他いかなる名称を有するものであ

るかを問わず個人の経営を行う役職にある者若しくは経営を実質的に支配してい

る者をいう。

(12) 受託者 実施要領第４条第１項の委託に係る受託者をいう。

(13) 補助事業 補助金の交付の対象となる事業をいう。

(14) 補助事業者 補助事業を行う者をいう。

(15) 補助対象経費 補助金交付の対象となる経費をいう。

(16) 補助事業者として不適格な者 次に掲げるいずれかに該当する者をいう。

ア 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４に規定する者

イ 民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立て又は会

社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立てがなされて

いる者

ウ 物品又は役務の調達等に係る有資格業者の指名停止に関する要綱（平成15年

鹿児島県告示第416号）第３条第１項に基づく指名停止を受けている者

エ 暴力団であると認められる者

オ 役員等が暴力団員等であると認められる者

カ 暴力団又は暴力団員等が，その経営に実質的に関与していると認められる者

キ 役員等が，自己，自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に

損害を加える目的をもって，暴力団又は暴力団員等を利用していると認められ



る者

ク 役員等が，暴力団又は暴力団員等に対して，いかなる名義をもってするかを

問わず，金銭，物品その他の財産上の利益を不当に提供し，又は便宜を供与す

るなど直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し，又は関与していると認

められる者

ケ 役員等が，暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有してい

ると認められる者

コ 役員等が，暴力団又は暴力団員等であることを知りながら不当な行為をする

ためにこれらを利用していると認められる者

サ エからコまでに掲げる者の依頼を受けて補助金の交付を受けようとする者

シ 宗教活動や政治活動を主たる目的とする者

ス 鹿児島県税を滞納している者

セ 公序良俗に反する事業を行う者

ソ 公的な資金の使途として社会通念上不適切であると判断される事業（風俗営

業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第121号）第２条

に規定する風俗営業など）を行う者

（補助金の交付要件及び補助金の額等）

第３条 補助金の補助限度額は100万円とし，補助率は補助対象経費の３分の２以内

とする。

２ 本事業の補助金の交付のための要件，補助対象経費等は，次の各号に掲げるもの

のほか，別表２に定めるとおりとする。

(1) 鹿児島県内において起業する予定の者又は起業して２年未満の者であること。

(2) 対象業種であること。

(3) 許認可等を必要とする業種にあっては，補助対象期間の満了する日までに当該

許認可等を受けていること。

(4) 補助事業者として不適格な者ではないこと。

(5) 個人事業主又は会社等の代表者について，鹿児島県内に住所を有する者（補助

対象期間の満了する日までに県外から県内に住所を移す者を含む。）であること。

(6) 本事業（旧称：地域活性化起業家支援事業を含む。）による助成を受けた者で

はないこと。

３ 補助対象期間は，交付決定の日から知事が別に定める日までの間とする。

４ 交付申請については，次条の事業計画書に示された補助金の計画額を超えない範

囲で申請することができるものとする。

５ 補助金の交付額は，補助対象経費に補助率を乗じて得た額とする。ただし，補助

金の交付額は補助限度額を超えないものとし，算出された合計額に千円未満の端数

が生じた場合，これを切り捨てるものとする。

６ 他の制度等により補助金又は助成金を受けている場合の取扱いは，知事が別に定

めるものとする。



（申込書及び事業計画書）

第４条 補助金の交付を受けようとする者は，申込書（第１号様式）を知事が別に定

める期日までに提出しなければならない。

２ 前項の申込書に添付しなければならない書類は，次のとおりとする。

(1) 事業計画書（第１－１号様式）

(2) 住民票の写し（応募日前３か月以内に発行されたもの）

(3) 県税の納税証明書

(4) 起業して２年未満の者にあっては，履歴事項全部証明書又は開業届出書控えの

写し及び営業実態が外観・内観から見て確認できる書類一式

(5) 起業して２年未満の者にあっては，前期の決算書

(6) その他知事が必要と認める書類

（補助金の交付申請）

第５条 補助金の交付を受けようとする者は，補助金交付申請書（第２号様式）を知

事が別に定める期日までに提出しなければならない。

２ 前項の交付申請書に添付しなければならない書類は，次のとおりとする。

(1) 収支予算書（第２－１号様式）

(2) その他知事が必要と認める書類

３ 補助金の交付を受けようとする者は，第１項の補助金の交付の申請をするに当た

って，当該補助金に係る消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）に係

る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税等相当額のうち，消費税法（昭和

63年法律第108号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金

額及び当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）の規定による地方消費税の税

率を乗じて得た金額の合計額に助成率を乗じて得た金額をいう。以下「消費税等仕

入控除税額」という。）を減額して交付申請しなければならない。ただし，申請時

において当該消費税等仕入控除税額が明らかでないものについては，この限りでな

い。

（補助金の交付決定等）

第６条 規則第６条の規定による交付決定の通知は，補助金交付決定通知書（第３号

様式）によるものとする。

２ 規則第４条第１項に基づく交付の決定に当たり，前条第３項により補助金に係る

消費税等仕入控除税額について減額して交付申請がなされたものについては，これ

を審査し，適当と認めたときは，当該消費税等仕入控除税額を減額するものとする。

３ 知事は，前条第３項ただし書による交付の申請がなされたものについては，補助

金に係る消費税等仕入控除税額について，補助金の額の確定において減額を行うこ

ととし，その旨の条件を付して交付決定を行うものとする。

（計画変更の承認）

第７条 補助事業者は，次の各号に掲げる変更事由が生じたときは，規則第７条第１



項の規定により，計画変更承認申請書（第４号様式）を知事に提出しなければなら

ない。

(1) 補助事業の内容を著しく変更しようとするとき。

(2) 補助事業に要する経費について，総額の３割を超えて減額変更を行うとき。

２ 知事は，規則第７条第２項の規定による承認を行う場合において，変更承認のみ

を行うときは変更決定通知書（第５号様式）により，変更承認に併せて変更交付決

定を行うときは変更交付決定通知書（第６号様式）により行うものとする。

（申請の取下げ）

第８条 規則第８条第１項の規定による申請の取下げは，交付の決定の通知を受けた

日から15日以内に補助金交付申請取下書（第７号様式）を知事に提出することによ

り行うものとする。

（状況報告）

第９条 規則第11条第１項の規定による状況報告は，状況報告書（第８号様式）によ

るものとする。

（事故報告）

第10条 規則第11条第２項の規定による知事への報告は，事故報告書（第９号様式）

によるものとする。

（実績報告）

第11条 補助事業者は，補助事業が完了したとき（補助事業の中止の承認を受けたと

きを含む。）又は事業終了日を経過したときは，その日から10日以内に実績報告書

（第10号様式）に関係書類を添えて提出しなければならない。

２ 前項の実績報告書に添付しなければならない書類は，次のとおりとする。

(1) 補助事業実績報告書（第10－１号様式）

(2) 収支計算書（第10－２号様式）

(3) その他知事が必要と認める書類

（補助金の額の確定）

第12条 規則第14条の規定による補助金の額の確定の通知は，補助金交付確定通知書

（第11号様式）により行うものとする。

（補助金の交付）

第13条 規則第16条第１項の規定による補助金の交付請求は，補助金交付請求書（第

12号様式）により行うものとする。

２ この補助金は，精算払により交付するものとする。



（事業状況報告等）

第14条 補助事業者は，補助事業の実施後も事業の継続に努めなければならない。

２ 補助事業者は，実績報告書を提出した日の属する年度の翌年度から５年間，毎年

当該補助事業後の状況についての事業状況報告書（第13号様式）を知事に提出しな

ければならない。

３ 前項の事業状況報告書の提出は，補助事業の完了した日の属する年度の翌年度か

ら５年間，毎年５月末までに行なわなければならない。

（産業財産権に関する届出）

第15条 補助事業を実施することにより特許権，実用新案権，意匠権又は商標権（以

下「産業財産権」という。）が発生した場合，その帰属先は，以下の項目を遵守す

ることを条件に，原則として補助事業者とする。

(1) 補助事業者は，補助事業に基づく発明，考案等に関して産業財産権を当該事業

年度又は事業年度終了後５年以内に出願若しくは取得した場合又はそれらを譲渡

し，若しくは実施権を設定した場合には，遅滞なくその旨を記載した産業財産権

届出書（第14号様式）を知事に提出すること。

(2) 知事が公共の利益のために特に必要があるとして要請する場合，知事に対し，

当該産業財産権を無償で利用する権利を許諾すること。

(3) 当該産業財産権を県内において相当期間活用しておらず，かつ，正当な理由が

ない場合で，知事が特に必要があるとして要請するときは，第三者への実施許諾

を行うこと。

(4) 本事業の実施期中及び事業終了後５年以内に産業財産権の移転，専用実施権の

設定又は移転の承諾をしようとするときは，あらかじめ知事の承認を得ること。

２ 前項の規定にかかわらず，第10条に規定する実績報告に係る納入物の著作権は，

ソフトウェア等の著作権を除き全て県に帰属するものとする。

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）

第16条 補助事業者は，補助金の交付後に消費税等の申告により，補助金に係る消費

税等の仕入控除税額が確定した場合には，消費税等の額の確定に伴う報告書（第15

号様式）により，速やかに知事に報告しなければならない。

２ 知事は，前項の報告があった場合には，当該消費税等の仕入控除税額の全部又は

一部の返還を命ずることがある。

（財産の管理）

第17条 補助事業者は，当該事業により取得し，又は効用が増加した財産について，

当該事業の完了後もその保管状況を明らかにし，善良な管理者の注意をもって管理

に努めなければならない。

２ 補助事業者は，前項に規定する財産のうち別表第２に規定する費目「店舗等改装

費」により取得し，又は効用が増加した不動産及びその従物を処分しようとすると

きは，財産処分承認申請書(別記第16号様式)を知事に提出し，その承認を受けなけ



ればならない。

３ 前項の承認申請があった場合，知事は財産処分決定通知書(別記第17号様式)によ

り通知を行うものとする。

４ 補助事業者は，前項に規定する承認を受けて当該財産を処分したことにより，収

入があったときは，別に定めるところにより，県にその収入の全部又は一部に相当

する金額を納付しなければならない。なお，補助事業完了後に，交付決定の目的以

外に，第１項に規定する財産を処分したときは，規則第17条及び18条の規定に基づ

き，補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すこととし，当該取消しに係る部

分に関して返還を命ずることとする。

（証拠書類の保管）

第18条 補助事業者は，補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え，かつ，

当該収入及び支出に係る証拠書類を，補助事業の完了した日の属する年度の翌年度

から５年間保存しなければならない。

（書類の提出）

第19条 補助事業者は，この要綱に規定する申請，報告等に係る書類等の知事への提

出は，受託者を経由してするものとする。

（その他）

第20条 この要綱に定めるもののほか，この要綱の施行について必要な事項は，別に

定める。

附 則

この要綱は，平成29年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は，平成30年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は，平成31年４月１日から施行する。



別表１ 対象業種

分類 日本標準産業分類

卸売業 大分類Ｉ(卸売業，小売業)のうち

中分類５０（各種商品卸売業）

中分類５１（繊維・衣服等卸売業）

中分類５２（飲食料品卸売業）

中分類５３（建築材料，鉱物・金属材料等卸売業）

中分類５４（機械器具卸売業）

中分類５５（その他の卸売業）

小売業 大分類Ｉ(卸売業，小売業)のうち

中分類５６（各種商品小売業）

中分類５７（織物・衣類・身の回り品小売業）

中分類５８（飲食料品小売業）

中分類５９（機械器具小売業）

中分類６０（その他の小売業）

中分類６１（無店舗小売業

大分類Ｍ(宿泊業，飲食サービス業)のうち

中分類７６（飲食店）ただし，小分類766（バー，キャバレー，ナイトクラブ）

は除く。

中分類７７（持ち帰り・配達飲食サービス業）

サービス業 大分類Ｇ(情報通信業)のうち

中分類３８（放送業）

中分類３９（情報サービス業）

中分類４０（インターネット附随サービス業）

小分類４１１（映像情報制作・配給業）

小分類４１２（音声情報制作業）

小分類４１５（広告制作業）

小分類４１６（映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業）

大分類Ｋ(不動産業，物品賃貸業)のうち

小分類６９３（駐車場業）

中分類７０（物品賃貸業）

大分類Ｌ(学術研究，専門・技術サービス業）

大分類Ｍ（宿泊業，飲食サービス業）のうち

中分類７５（宿泊業）

大分類Ｎ（生活関連サービス業，娯楽業）ただし，小分類７９１（旅行業）は

除く。

大分類Ｏ（教育，学習支援業）

大分類Ｐ（医療，福祉）

大分類Ｑ（複合サービス事業）

大分類Ｒ（サービス業〈他に分類されないもの〉）



別表第２

事業区分 経費区分 費目 内容

起 業 家 ス 事業費 起業・創業に必要な官 ・開業又は法人設立に伴う司法書士・行政書士等

タ ー ト ア 公庁への申請書類作成 に支払う申請書類作成経費

ッ プ 支 援 費 ※ 商号の登記・会社設立登記・登記事項変更等

事業 に係る登録免許税は対象外

※ 定款認証料，収入印紙代は対象外

※ 官公庁に対する各種証明書類（印鑑証明等）

の取得費用は対象外

店舗等借入初期費 ・店舗・事務所・駐車場（従業員専用駐車場を除

く。）の借入れに伴う礼金，仲介手数料

※ 補助対象経費となる礼金の上限は，賃借料（家

賃）の２か月分までとする。

※ 敷金，保証金，火災保険料，地震保険料，賃

借料（家賃），共益費は対象外

※ 三親等以内の親族が所有する不動産等に係る

ものは対象外

※ 住宅兼店舗・事務所については、礼金，仲介

手数料のうち店舗・事務所部分に係る金額が明

確に分けられる場合に限り，店舗・事務所部分

に係る経費のみ対象

店舗等改装費 ・店舗・事務所の開設に伴う外装工事・内装工事

費用(直接事業の用に供するものに限る。住居兼

店舗・事務所については，間仕切り等により物

理的に住居等他の用途に供される部分と明確に

区分されている場合に限り，店舗・事務所専有

部分に係る経費のみ対象)

※ 新築工事，増築工事，改築工事，外構工事等

は対象外

※ 床下基礎補強工事，屋根工事，水道管引き込

み工事は対象とする。

※ 移動販売車の改装費は対象外

設備費 ・直接事業に使用する機械装置・工具・器具・備

品の調達費用（単価50万円（税抜き）未満のも

のに限る。）

※ 消耗品（短期間の使用によって消耗され，又

はその効力を失う物品）は対象外

※ 食器，箸，カトラリーは補助対象とするが，

単価２万円（税抜き）未満のものに限る。



※ パソコン，デジタルカメラ，複合機，タブレ

ット端末，電話機，家庭用・一般事務用ソフト

ウェアは原則として対象外とするが，当該設備

等がないと業務が成り立たない場合（インター

ネット附随サービス業のパソコンや写真業のカ

メラなど）は対象経費として認める。

※ 車両（移動販売車含む。），不動産（庭木，庭

石，塀を含む。）の購入費は対象外

※ リース・レンタル費用は対象外

※ 使用目的が事業の遂行に必要なものと特定で

きないものの購入費は対象外

※ 中古販売を業とする者から購入した場合は，

新品の定価と比較できる書類の添付が必要

知的財産権等関連経費 ・事業と密接に関連し，その実施に当たり必要と

なる特許権等（実用新案，意匠，商標を含む。）

の取得に要する弁理士費用等

※ 事業完了までに出願手続及び費用の支払が完

了していることが条件

※ 特許権等の出願費用は対象外

※ 補助対象となる上限は，補助対象経費の1／3

まで

謝金 ・事業実施のために必要な謝金として，依頼した

専門家等に支払われる経費（助言内容，本事業

のための必要性等が客観的に明確なものに限

る。）

※ 謝金の対象となる専門家は，士業及び大学教

授等に限る。

※ 補助対象となる単価の上限

① 大学教授，弁護士，弁理士，公認会計士，

医師これに準ずる者の場合

１日につき40,000円

② 大学准教授，税理士，司法書士，中小企業診

断士，社会保険労務士，行政書士，ITコーデ

ィネーター，技術士，不動産鑑定士，土地家

屋調査士，薬剤師等の場合

１日につき30,000円

③ その他 １日につき20,000円

※ 包括的なコンサルティング料など内容が客観

的に不明確なものは対象外

旅費 ・事業実施に当たり必要となる販路開拓，マーケ



ティング調査，ＰＲを目的とした国内の出張旅

費（交通費・宿泊料）の実費（専門家に対する

ものも含む。）

※ 宿泊料の上限は県の規定に準じる。

甲地（東京都特別区，さいたま市，千葉市，

横浜市，川崎市，相模原市，名古屋市，

京都市，大阪市，堺市，神戸市，広島

市，福岡市，）

１泊12,000円

乙地（上記以外）

１泊10,800円

※ タクシー代，ガソリン代，高速道路通行料金，

レンタカー代等，公共交通機関以外の利用によ

る旅費は対象外

※ 鉄道のグリーン車利用料金，航空機のプレミ

アムシート等料金は対象外

※ 旅行代理店の手数料，旅費日当，飲食費，通

勤に係る交通費は対象外

※ プリペイドカード付き宿泊プランの当該プリ

ペイドカード代は対象外

広報費 ・広告宣伝費，パンフレット印刷費（数量の根拠

が明確なものに限る。），展示会出展費用（出展

料・配送料）

・宣伝に必要な派遣，役務等の契約による外部人

材の費用

・ダイレクトメールの郵送料等の実費

・広報や宣伝のために購入した見本品や展示品（家

電量販店にある製品のモックアップ，飲食店店

頭の食品見本など）

※ パンフレット等については，補助対象期間内

に使用した枚数に係る費用が対象（期間中に作

成した枚数ではありません。）

※ 切手や特定封筒（レターパック・スマートレ

ター）の購入費用は対象外

※ 求人広告は対象外

※ 電子商店街（インターネットショッピングモ

ール）の出品・利用料は対象外

外注費 ・事業の遂行に必要な業務の一部を第三者に外注

（請負）するために支払われる経費

（例）ＷＥＢサイト作成，ソフトウェア開発など



※ 請負とは，業務の完遂が義務であり，その結

果に対する報酬が発生する契約形態

※ 補助対象となる上限は，補助対象経費の1／2

まで

※ 自社のネット販売システム構築のためのホー

ムページ作成費（外注費）は対象となるが，他

者の運営する電子商店街（インターネットショ

ッピングモール）の出品・利用料等は対象外

委託料 委託費 ・事業の遂行に必要な業務の一部を第三者に委託

（委任）するために支払われる経費

（例）市場調査委託等

※ 補助対象となる上限は，補助対象経費の1／2

まで

【対象とならない経費】

※ 表の区分に当てはまる経費であっても，次のものは対象としない。

・ 振込手数料，代引き手数料

・ プリペイドカード，商品券等の金券

・ 光熱水費，電話代，切手代，特定封筒（レターパック・スマートレター）購入費，インター

ネット利用料，電子商店街（インターネットショッピングモール）の出品・利用料

・ 新聞代，書籍代，雑誌購読料

・ 制服，社名等ロゴ入りＴシャツ，はっぴ等の衣類

・ 団体等の会費，加盟料，一括広告料

・ 税務申告，決算書作成等のために税理士，公認会計士等に支払う費用及び訴訟等のための弁

護士費用

・ 公租公課（消費税及び地方消費税等），各種保険料

・ 借入金などの支払利息及び遅延損害金

・ 他の事業との明確な区別が困難である経費

・ 公的な資金の使途として社会通念上，不適切な経費


